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	 収　入　合　計	 97,477

	 収　入　合　計	 1,401,720

	 収　支　残　高	 75,544

	 収　支　残　高	 12,668

	 収　支　残　高	 171,605

	 支　出　合　計	 84,809

	 支　出　合　計	 1,230,115

	 項　目	 金　額

	 項　目	 金　額	 項　目	 金　額

	 項　目	 金　額
	 健康保険料収入	 965,187
	 　（保 　 険 　 料）	 （964,710）
	 　（国庫負担金収入）	 （477）
	 調整保険料収入	 14,689
	 繰　　入　　金	 351,912
	 国庫補助金収入	 32,166
	 財政調整事業交付金	 27,490
	 雑　　収　　入	 10,276
	 　（利　子　収　入）	 （6,391）
	 　（そ 　 の 　 他）	 （3,885）

収入 14 億 172 万円、支出 12 億 3,011 万円となり、1 億 7,161 万円の決算残金が生じました。
予備費を除く 8,976 万円（予算対比 6.80％）の改善となりました。

	 事　　務　　費	 64,604
	 保 険 給 付 費	 596,825
	 　（法 定 給 付 費）	 （573,963）
	 　（付 加 給 付 費）	 （22,862）
	 納　　付　　金	 494,925
	 　（前期高齢者納付金）	 （305,241）
	 　（後期高齢者支援金）	 （162,716）
	 　（そ 　 の 　 他）	 （26,968）
	 保 健 事 業 費	 51,274
	 財政調整事業拠出金	 14,688
	 そ の 他 支 出	 7,799

（
単
位
：
千
円
）

	 介 護 保 険 収 入	 77,688
	 繰　　入　　金	 19,789

	 介 護 納 付 金	 84,796
	 介護保険料還付金	 13

決算の基礎数値（平成 23年 3月末現在）
●被保険者数　2,313 人　　　●被扶養者数　2,335 人　　　●平均標準報酬月額　373,526 円
●保険料率　80/1000　　　　●介護保険料率　10.5/1000

決算概要

（
単
位
：
千
円
）

収入においては、予算額（準備金繰入・別途積立金繰入を除く）8億 6,888 万円に対し決算額
10 億 5,172 万円となり、1億 8,285 万円（予算対比 21.04％）の増収となりました。
主な要因として、一般保険料収入は、予算額 8億 3,733 万円に対し決算額 9億 6,471 万円で 1億
2,738 万円（予算対比 15.21％）の増収となりました。準備金繰入・別途積立金繰入は、予算額
5億 4,100 万円に対し決算額 3億 5,000 万円で 1億 9,100 万円の繰入減となりました。財政調整
事業交付金は、予算額 800 万円に対し決算額 2,749 万円で 1,949 万円（予算対比 243.63％）の増
収となりました。利子収入（主として積立金利子収入）は、予算額 506 万円に対し決算額 639
万円で 133 万円（予算対比 26.23％）の増収となりました。

支出においては、予算額（予備費を除く）13 億 1,988 万円に対して決算額 12 億 3,011 万円とな
り、8,976 万円（予算対比 6.8％）の支出減となりました。
主な要因として、事務所費と組合会費を合わせた事務費は、予算額 1億 42 万円に対し決算額
6,460 万円で 3,582 万円（予算対比 35.67％）の支出減、保険給付費は、予算額 5億 7,200 万円
に対し決算額 5億 9,682 万円で 2,482 万円（予算対比 4.34％）の支出増、保健事業費は、予算
額 7,689 万円に対し決算額 5,127 万円で 2,561 万円（予算対比 33.31％）の支出減となりました。
また、納付金については、予算額 5億 4,557 万円に対し決算額 4億 9,492 万円で 5,065 万円（予
算対比 9.28％）の支出減となりました。

収入 支出

日本冶金工業健康保険組合の平成22年度収入支出決算が、7月15日（金）開催の
第106回組合会において承認されましたので、ご報告します。

収入 支出
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	 平成 19 年度	 平成 20 年度	 平成 21 年度	 平成 22 年度

	 合　　　　　　　計	 222,591	 226,836	 233,431	 252,030

	
法
　
定
　
給
　
付
　
費

注）被保険者数は年間平均による
※）出産育児一時金と出産手当金

（単位：円）被保険者一人当たり保険給付費

	 被 保 険 者 分
	 　療養給付費	 93,603	 92,292	 97,805	 94,943
	 　傷病手当金	 13,170	 9,275	 10,306	 16,193
	 　埋 葬 諸 費	 83	 126	 42	 149
	 　出産育児費※	 1,899	 507	 1,725	 2,398
	 　　小　計	 108,755	 102,200	 109,879	 113,683
	 被 扶 養 者 分
	 　家族療養費	 82,792	 89,708	 87,832	 98,280
	 　家族埋葬費	 83	 42	 42	 43
	 　家族出産育児一時金 	 5,833	 6,527	 6,395	 7,906
	 　　小　計	 88,708	 96,277	 94,269	 106,229
	 高 額 療 養 費	 10,702	 13,190	 15,142	 17,497
	 高　　齢　　者	 3,788	 6,221	 5,446	 7,144
	 　　　計	 211,953	 217,888	 224,736	 244,553
	 付　加　給　付　費	 10,638	 8,948	 8,695	 7,477
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現　行

◆利用者の資格（現行通り）
被保険者及び被扶養者
◆補助金（現行通り）　
人 間 ド ッ ク 利 用 者 に 年 １ 回
65,000 円を限度として補助金を
支給する。　
◆一部負担金
日 帰 り 人 間 ド ッ ク 利 用 者 は
14,000 円、宿泊人間ドック利
用者は 20,000円。

人間ドック

付加給付の一部廃止（第55条）

付加金として 5,000 円を支給す
る。

廃止とする。
①出産育児一時金付加金
　（第59条）

　現在、健保組合・健保連では、平成20年度から導入された高齢者医療制度への過重な財政負担を強い
られる状況下で、健保財政がますます厳しい状態となっております。大変恐縮ですが、今回の組合会に
て、一部の保健事業等の縮減をさせていただくことが承認されました。
　当健保は、引き続き組合員の健康維持等のため最大限努力してまいる所存ですので、何卒ご理解とご協
力を賜りますようお願い申し上げます。

変更後（平成 24年 4月 1日より） 現　行

②家族出産育児一時金付加金
　（第60条）
③訪問看護療養費付加金
④家族訪問看護療養費付加金
⑤埋葬料付加金
　（第62条）
⑥家族埋葬料付加金
　（第63条）

⑦傷病手当金付加金
　（第58条）

⑧出産手当金付加金
⑨家族療養費付加金
⑩合算高額療養費付加金

廃止とする。

※現行通り。
※現行通り。

廃止とする。

廃止とする。

傷病手当金とその付加金の合計額
が、被保険者の標準報酬日額の
100分の75相当額を支給。
※現行通り。
※現行通り。
※現行通り。

付加金として 5,000 円を支給す
る。

付加金として 5,000 円を支給す
る。
付加金として 5,000 円を支給す
る。

傷病手当金とその付加金の合計額
が、被保険者の標準報酬日額の
100 分の 85相当額を支給。

付加給付の一部廃止（第55条）

総合健康診断（人間ドック）利用規程の一部変更の件

◆利用者の資格
被保険者及び被扶養者
◆補助金　
人間ドック利用者に年 1 回65,000
円を限度として補助金を支給する。
◆一部負担金
日帰り人間ドック利用者は 4,000
円、 宿 泊 人 間 ド ッ ク 利 用 者 は
15,000 円。　
※但し被扶養者については 40・
45・50・55・60 歳での日帰り
人間ドック利用に限り一部負担金
を免除。

変更後（平成 24年 4月 1日より）

総合健康診断（人間ドック）利用規程の一部変更の件
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保養所の契約終了

①セラヴィリゾート泉郷
契約終了とする（平成 23 年 9月末）
②東急ハーヴェスト
契約終了とする（平成 24 年度中）

◆利用者の資格（現行通り）
被保険者及び被扶養者
◆補助金
40 歳以上で脳ドック利用者に対
し、5年に 1回 50,000 円を限
度として支給する。

脳ドック

◆利用者の資格
被保険者及び被扶養者
◆補助金
40歳以上で脳ドック利用者に対し、
50,000 円を限度として支給する。

（人間ドックとの重複は不可。但
し 40・45・50・55・60 歳では
人間ドックとの重複可）

変更後（平成 24年 4月 1日より） 現　行

現行通り巡回健診 巡回健診の受診者に対し、全額を
補助する。

廃止とする。
（平成 24 年 4 月 1 日より）

契約保養所利用補助

契約保養所利用規程廃止の件

補助金として4,000 円を支給する。
（但し年 1 回・一泊に限る）

変更後 現　行

契約保養所利用規程廃止の件

廃止とする。

体育奨励補助金

健康づくり事業（体育奨励関係）利用規程廃止の件

 ● 事業所・健保組合主催の運動競
技会に参加の場合 2,000 円を支給

（年 1 回）
 ● 公共団体主催の運動
競技会に参加の場合 2,000 円を支
給（年 2 回）
 ● 海の家、山の家開設補助として
1 人 500 円を支給

変更後（平成 24年 4月 1日より） 現　行

健康づくり事業（体育奨励関係）利用規程廃止の件

事務所移転に伴い、新保険証を発行させていただきます。その際、旧保険証は回収させていた
だきますので、ご協力をお願い申し上げます。

（移転後）東京都中央区京橋1丁目5番8号
（現在）東京都中央区日本橋 3丁目 13 番 5号	 	
※電話番号・FAX番号は現行通りです。

日本冶金工業健康保険組合の事務所が、平成23年9月12日に移転します！

●保健事業の詳細や新情報は随時
　健保ホームページでご案内しております！
　　　　　　http://www.yakinkenpo.or.jp/




